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1西ドイツ企業の共同決定制の諸問題
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　西ドイツでは，相変らず，共同決定制に関する研究があとを絶たないようで
ある。この制度が導入されて，ほとんど20年になるが，その当初から，熱烈に
多角的に，共同決定論争（Mitbetimmmgsdebatte）が展開されてきたというの
に，手あかにまみれたテーマがいぜんとして取り上げられるのである。
　それどころか，「共同決定と経済政策」の編者がのべているように，「共同決
定論争は新しい段階にはいった」｛1〕という感があ乱それは，共同決定制に関
する実証的研究をふまえたうえで，共同決定制に関する総括が，たされうる段
階だと解されるようである。たとえぱ，さきのr共同決定と経済政策」は，
「モソタソ・イソダストリィの経験資料を使って，拡大された共同決定が，わ
れわれの杜会・経済秩序の社会的形成に貢献しえたか，どの程度の貢献をなし
えたかにっいて論ずるもの」であって，杜会政策的な局面，経済政策的な局面，
大企業としての局面の3つについて，検討がなされている。
　この段階になると，実証的研究にもとづかない，先験的な議論の展開，規範
的な論旨は，説得力がなくなるし，それにもうほとんど，この種の見解は見る
ことができなくなった。さらに，抽象的なモデル分析の手法も，影がうすくな
った。たとえば，F．べ一ムの論文は，市場経済的なモデル理論に拠って，共
同決定制の問題を論じたものであり，すぐれた論攻だと評価されている。｛2】こ
のような理論的なモデル分析が，もっともするどい問題接近法たりうることも
ある。けれども，K．ネミッツがいうように，この種のモデルは高度の抽象化
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をともなうがために，共同決定という多様な事象を，適切に取り扱うことがで
きない。倒抽象的な企業家の理論的なモデルをもってしては，共同決定制にっ
いての現実的な解明や予測は可能ではないだろ㌔ネミッツにしたがえぱ，
「共同決定によって，正しい経済的な意思決定がさまたげられるというような，
企業家についての思考的汰穣成は，まったくのモデルとしての説得力しかなく
て，そのモデルは，現実に近づく瞬間において衰えてしまうであろう」。一4〕
　今日では，実証的研究にもとづいた，現実的な（wi・klichkeitsnahe）共同決定
の議論というのが，支配的な煩向とたっている。たとえぱ，F．ホイクトやO．
ブルーメなどの実証的な研究成果を経験資料として，㈲　より現実的な組織理論
の公準によりたがら，多角的な検討がなされているように思われる。大企業の
意思形成にっいても，所有老や経営者のみが，これを担当するものではないと
する見解である。大企業の意思形成，目標形成にっいて，サイァート：マーチ
流の構想があって，㈹議論が展開されているようである。
　この小論では，西ドイツのさいきんの共同決定の議論のなかから，重要だと
思われるいくつかの点について，総括的な検討を加えてみたい。
注（1〕B㎜d－Verlag，Mitbestimmu㎎und　Wirtschaftspoiitik，1967Vorwort．
　（2）R　B砒m，Das　wirtschaftliche　Mitbestimmungsrecht　der　Arbeiter　i㎜Betrieb，
　　in：ORD04Jg．1951．この論文にっいては，市原季一著・ドイヅ経営攻策（増補
　　叛），森山書店，昭和36年，参照o
（3〕K，Nemitz，Mitbestimmung　md　Wirtschaftspolitik，in：Mitbestimmmg　und
　Wirtschaftspolitik（hrsg．Bund－Verlag）Kδln1967．
　（4〕　Nemitz，a．a－0．，S－136．
　（5〕E－Voigt，Die　Mitbestimmung　der　Arbeitnehmer　in　den　Untemehmmgen，in：
　Zur　Theorie　und　Praxis　der　Mitbestimmung，hrsg－W．Weddigen，Schriften
　　des　Vereins地r　Sozialpolitik，NF，Bd－24／1，Berlin1962；E．Potthoff，0．Blume
　und　H．Duvemeu，Zwischenbilanz　der　Mitbestimmung，Berlin1962；derse1be，
　Normen　md　Wirklichkeit　einer　Betfiebsve曲ssu㎎，Tibi㎎en1964．
　（6〕R・M・Cyert　and　J・G．March，A　Behavioral　Theory　of　the　Firm，Eng1ewood
　　αi伍sN．J－1963、松因武彦，井上恒夫訳，企業の行動理論，ダイヤモンド杜，昭和
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42年。
　共同決定制は企業家の意思決定の自由（㎜temehme・ische　Ents・h・idu㎎s・
freiheit）をせぱめるものであるか。共同決定制の適用下にある企業は，市場経
済のなかで成功裡に発展するための，市場に対する適応性を失うのではないか。
すくなくとも，共同決定制下の企業は，そうでない企業に比して，同じ条件に
あるとするならぼ，市場競争力において，劣るのではないか。1951年の「共同
決定法」の制定いらい，しぱしぱ，こうした問題提起がなされ，論争がおこな
われた。
　一体，共同決定制は競争の原理や秩序にとって，「異質物」なのであろうか。
共同決定制と競争秩序は，いかなる関係にあるか。W．オイケンによると，
r工業化された杜会の経済秩序にあっては，……個別経済において，日々，そ
の経営者の勘定（RatiO　des　Leite・s）をおこなうことを強制する，秩序的な勘
定が有効になる」。ω競争メカニズムこそは，われわれの経済モデルにおいてオ
イケソのいう勘定にほかならない。個別計画と全体計画の調整は，このメカニ
ズムを通じて，市場でおこなわれるのである。たしかに今日では，このメカニ
ズムが十分に機能していない。げれども，結局において，経済モデルは，この
メヵニズムを基本としていることは，否めないであろう。
　まず，現行の共同決定制は，法規のうえで，個別企業に限定されている。別
の個所であきらかにしたように，組合側は，経営をこえる共同決定をより重視
し，これの実現を要求したが，その主張は通ら在かった。組合側は，これでも
って，国民経済の計画化を考えていた。一2〕経営的共同決定のうち，「単純な共同
決定」は，その適用範囲こそひろいげれども，企業家的な経済上の意思決定を，
なんら拘束するものではない。経営協議会の大きな権隈は杜会事項と人事事項
のところにあって，経済事項については権限がよわい。しかも企業全体してみ
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れぱ，それらはレベルのひくい意思決定だというべきであ乱また被用老代表
が送りこまれる監査役会も，会杜の管理機関（Vemaltu㎎・0rg・n）とはいわれな
がらも，必ずしも業務執行の機関ではない。むしろ，法的た建前からいうと，
それは業務執行の機関であってはならたい。もっとも，現実の監査役は，実際
には，業務執行に介入する場面もみられるようである。げれども・こうLた場
合にあっても，監査役会における被用者代表は3分の1にすぎないのであるか
ら，多数決で負げる。その意味では，形式上，企業家的な意思決定は，被用者
の共同決定権によりさまたげられることはない。
　モンタン・イソダストリバこおげるr高度の共同決定」の場合，被用者側は，
所有老・経営老側と同じ人数を，監査役会へ派遣することができる。つまり，
モ1■ソタ・イソダストリィの監査役会は，労使同権であ乱さらに，被用老側
の代表ないし信託考とみられるArbeitsdirektOrが任命されて，所有老側の取
締役と同権自勺に，業務執行を担当する。
　けれども，モソタソ・イソダストリィの場合も，結果的には，企業家的な意
思決定は，被用者の高度の共同決定権によっても，ほとんど拘束されなかった
ようである。ネミッツにいたっては，r個別企業の経済的な意思決定の自由は・
まったく（im　grOBen㎜d　g・n・en）制約されていないので，競争秩序のなかで
の企業の本来的た機能は，いぜんとして維持されているのである」，幅〕とのべて
いる。
　むろん，逆の見解もあって，たとえぼべ一ムは，組合がその経済政策をすす
めるために，中央から指令を出して，共同決定の機関を利用するのではないか，
としていた。1950年代のはじめには，べ一ムのおそれるような懸念は・たLか
に存在したと思われるが，実際上，そうしたことは，ほとんど起らたかった。
むしろW．ヴェディゲソがいうように，組合は，共同決定という用具を，きわ
めて慎重に使ってきている。ω　ホイクトらの調査によると，被用者の共同決定
はけっして企業家の意思決定の自由の反対物とみたされるべきものではない。
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そのことは，投資活動や価格設定にっいてもいえるし，需要変化，景気変動，
市場構造の変化に対する企業の反応についてもいえる。たとえば，企業の投資
活動にっいて，「（被用者側の一F．）共同決定者の可能た行動領域は，っねに企
業の投資活動を支持し，その強化を勇気づけた」。15〕投資活動の引止めにかかり，
嬢路をしたのは，むしろ株主や銀行の代表者たちであった。投資のリスクが比
較的大きく，資金調達のメドがはっきりしないような場合，また株主の権利や
配当が損われるおそれのあるとき，とくにそうであった。それにひきかえ・被
用者側の代表には，引込み思案や騰路はみられない。かれらの行動のもっとも
緊急の目標は，作業場所の確保ということであって，「かれらの工場」の発展
をのぞんでいた。株主たちが自分たちの権利やチャンスにこだわっていたのに
対して，被用老代表の可能な行動は，当然ながら，つねに，株主に対する利益
配当よりも，投資の実施の方を優先させていた。またかれらは，営業担当取締
役や技術担当取締役が，投資を提案した場合には，たとえ借入債務をするとき
であっても，異論を出さなかった。むしろ，共同決定の作用のひくい企業の方
において，同じような状況に際して，株主が嬢踏し勝ちであったのに比べると・
こうした被用老代表の態度は，目立っものであった。
　だから，所有者の見解と被用者のそれが，根本的に敵対するのだという杓子
定規（Schab10ne）でもって，当面の問題をみることは，現実的ではない（wi・・
klichkeitsf・emd）。経験的研究からの結果は，べ一ムの仮説にみられるような・
モデル理論からえられたものに矛盾している。Arbeitsdirektorの行動にして
も，かれは同権的に全般経営に参加しうるのであるから，企業家的な経済上の
意思決定に，大きな阻止的作用を及ぽしうる。けれども実際には，かれはそれ
をしない。すでにのべたように，能力上の問題もあるし，「企業家の御料地」
に対する遠慮もある。
　結局，「高度の共同決定」すらも，企業の市場志向性をさまたげることはでき
たかった。O．v．ネル・ブロイニソクがいうように，r被用老の経営的た共同決
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定権にもとづいた共同の，っまり立憲的ないし民主的に形成された企業意思は，
抜け目なく，最高度に，市場への適応を目指している」崎1のであ乱ネル・ブ
ロイニソクにいたっては，絶対的，専制的に形成される企業意思の方が，その
我執の硬直性のゆえに，かえって市場の願望をきく耳をもたない，と考え乱
かれによれば，企業の意思形成に参加する被用老が，その作業場所を賭げてい
るのは，所有老がその資本を購げているのと同じであって，これが共同決定と
市場服従（MarktgehOrsam）の結合のための暗黙的な前提となっている。この
点で，さいきんの多くの論者の見解は一致するようであって，共同決定は現行
の体制と一致する（systemkonfOm）のだと考える。また，一致させるべきだと
主張する。すでにE．プライザーは共同決定が市場経済的なプロセ子の機能化
と基本的に一致するとしているし，一7〕さきのオイケソも，共同決定の隈定は，営
業領域におげる個別企業の計画設定の自主性が，共同決定により損われないと
ころにおかれるべきだとした。⑧
　古典的なかたちの企業家的な意思決定の自由を多少とも拘束するのは，共同
決定制以外の要素かもしれない。ネミヅツによれぱ，「『高度の共同決定』下の
企業は，大企業たることが多く，そうした企業にあっては，市場ミカニズムは，
一定の分野においては従来から法外に限定され，規制されていた」。〔副しかも西
ドイツは，渥合的な経済秩序（gemischte　Wirtschafts0・dnung）つまり杜会的市
場経済下にあるので，市場メカニズムはいっそう隈定される。
注（1〕W．Eucken，Grmds置tze　der　Wirtschaftspolitik，TObi㎎en1952－S－7．
　（2）二神稿，西ドイツ企業の共同決定制と労働組合，杜会科学討究，41号，参照。
　（3）　Nemitz，a．a－O。，S．149．
　（4）W．Weddigen，Mitbestimmu㎎，in；HdSW，7－Bd一，S－374
　（5）　VOigt，a－a．O．，S－478一
　（6）0。∀，NeH－Breming，Marktgehorsam～，in：WirtschaftIiche　Mtbestimmung
　　im　Meinungsstreit，Bd．1I，S．234．
　（の　E．Preiser，Die　Zukunft　mserer　Wirtschaftsordm㎎，Gδttingen1955－S－63．
　（8）　Eucken，a－a－O．，S－320一
　（g）　Nemitz，a．a．O．，S．151．
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7　西ドイツでは，経営様式論（Betriebssti1）が論じ。られることが多い。E．グー
テソベルク，G．フィヅシャr　O．ノイ甲一などの文献互こは，それが展開され
ている。たとえぱフィッシャーは，経営様式について，以下のような段階を設
げているoo］
1　家長主義の経営管理（p・tria・chalische　Betriebs舳・mg）
2　自由・個人主義の経営管理（libe・al－individuel1e　Betriebs舳r㎜g）
3　杜会・個人主義の経営管理（so・i・1－individuell・Bet・iebs他h・u㎎）
　グーテンベルクも，ほぽ同じように，経営様式の段階を識別している。
1　家長主義の形態（patria・chalische　o・ientie・t・Fom）
2　自由主義の形態（Iibe・a10・ienti・・te　F0・m）
3　協力による杜会的経営管理（kOope・ativo・ientie・te・o・iale　Bet・iebs冊h・㎜g）
　第一の家長主義の形態においては，経営老は単独で決定権を要求する。つま
り，専断的な経営がなされ私げれども同時に，かれは従業員の保護も引き受
けなけれぱならぬと自覚し，自已だげではたく，従業員の利益も考えにいれて，
経営を担当するのである。この家長主義の形態では，経営老が従業員の保護と
救済を引き受げるのであるが，従業員側もそれを受けいれる用意のあることが
必要である。そうした意識関係は，むろん身分関係と関達している。
　経営管理の自由主義の形態は，企業の所有権にもとづく。企業におげる意思
決定や命令権を規定するのは，財産証券にほかならない。契約により，これに
もとづいて，経営者は従業員に命令しうるのであり，従業員ぱ服従しなげれぱ
たらない。この自由主義の形態もまた経営者の専断的な体制であり，この点で
は，まえのものと異なるところがない。だが従業員が命令をうげ，服従しなげ
れぱならないのは，企業でのかれの特定の仕事のうえだけであって，その他の
生活領域にあっては・かれは自由であ和
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　けれども，以上のような権力的た形態は，次第に，協力に頼るという意識の
うえに立つ経営管理の形態へ推移する。それは「……一方的に命令するのでぽ
なくて，話L合いをし，協力思考をおこさせ，自已責任思考を育成し，自由性を
うながし，……各人を孤立化から解放して経営の全体的現象にむすびっけ，自
分自身が納得し，他をも納得させるもの」｛2〕である。またR．へ一ンはこうし
た様式を「共働者関係における経営管理」（F伽・㎜g　im　Mita・beitem・h註1tnis）
とよんでいる。一3〕すくなくとも西ドイツ企業においては，共同決定制の実施と
ともに，この経営様式が定着しつつある，といわれる。
　共同決定制は，企業の意思形成に対する従業員の参加を，法的に保障するも
のにほかならない。とくに「高度の共同決定」適用下の企業にあっては，労働
側は監査役会への同権的な参加とArbeitsdirektorの任命によって，アメリカ
やわがくにの企業とは異なり，トップ・レベルの意思形成に対しても，つよい
影響力を行使しうる。いな，そうした意思形成に参加できる。
　むろん，所有者・経営者側は，いろんな策略を用いて，共同決定の規定を骨
抜きにすることができる。たとえぼArbeitsdirektorの権隈にしても，任用契
約で拘束しうる。とくに石炭業では，所有者側の旧態いぜんたる態度がみられ
て，「高度の共同決定」は必ずしも実効をあげていない。加えて，被用者側代
表の能力の問題もある。監査役会におげる代表にっいても。Arbeitsdirektorに
ついても，能力不足は顕著であった。
　けれども，一般的にみて，モソタソ・イソダストリィでは，グーテ1■ベルク
のいう「協力による杜会的経営管理」，へ一ソの「共働老関係における経営管
理」が有力である，といってよいであろう。中小企業の分野を別にすると，
「単純な共同決定」の適用下にあるところでも，大勢として，この種の経営様
式が有力になっている，と判断してよいであろ㌦そこでは，なお因襲的な経
営者態度もみられるが，経営協議会ならびにその議長が，工場や職場のレベル
の意恩形成にっいて，すくなからぬ作用をもっている。とくに，従業員の杜会
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的領域に関してそうである。
　こうした意味で，H．コッホが「共同決定は権力分割の原理（machtverteilendes
Prinzip）としてはたらく」＝4，とのべていることは，まことに至当である。一方
において，いぜん権力・支配請求の独占化（Monopolisiermg　de・Macht・und
He・・schaftsan・p・七che）の動きがあるにしても，共同決定制が権力分割的な，民
主的な作用の根源となっていることは，否定できないと思われる。
　もっともダーレソドルフによると，Arbeitsdirektorは，組合の代表老ないし信託者
でありたがら，経営機能のたい手となるのであり，目標なりロイヤリティについて，衝
突がおこる。一体，かれは何者なのか。ダーレソドルフは，論理的には，思い切った裁
断を下すのであって，Arbeitsdirektorが支配に参加している以上，かれはr経営の支
配に参加する側に所属している」，つまり，支配階級にぞくしているとする。＝5］
　こうした事態について，いくつかの問題が生ずる。まず・企業の意思形成に
対する従業員の参加がフォーマルに規定されることにより，企業家的な意思形
成に一種の儀式的な要素が加わり，意思決定のスピードがおち・その効率が
下がる危険はないか。また意思形成の手順がふえるので，いわゆる官僚制化
（b亡・ok・atisie・t）のマイナスが表面化するのでぽないか。もっとも，企業家的た
意思形成が儀式化され（veru皿stヨndlicht），官僚制化される傾向は・大企業の問
題として，共同決定制の導入される以前において・すでに摘発されているので・
共同決定制が，この傾向を，いっそうおしすすめるのではないか・という危慎
であろう。
　すでにのべたように，共同決定制は，結局において，実質的に，企業の経済
的な意思形成に対して，ほとんど作用を及ぽしていない。小論では・とくにこ
の点が強調されたけれども，この経済的な意思形成は，必ずしも従業員代表の
参加する儀式なしに，おこなわれるわけではない。ホイクトらの調査によると，
ある意思決定のまえには，裏面工作（A・beit　hintem血）がなされたり，監査役
会会長，取締役会議長，労働組合委員長のあいだで，話合いがなされたりする。
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ブルーメの調査でも，経営協議会，企業指導老，労働組合の三考が，相互に協
議をしている。
　このようなr裏面工作」ないしr話合い」が，意思決定のスピードをおとし，
その効率を下げているのは事実であろう。そうした意味で，共同決定は儀式的
要素を加えるものであり，官僚制化のマイナスをもたらす。しかし，この事態
はひとつの必要悪だとも考えられる。つまり，一方において，共同決定割を通
じて，労便の闘争や協カはますます規格化されるのであり，それは，H．シニ
ルスキーのいう「杜会関係や相互義務，緊張やその解決策さえも，法律形態，
持続的慣習，杜会交流のなかへ即物化し，安定化する」㈲制度化のひとつの側
面にすぎないからである。
　っぎに，共同決定制は，企業の意思形成システムにかかわるものだという点
が，注意されなげればならない。F1ルドルフがいうように，企業の意思形成
システムと管理システムが区別されるべきである〃共同決定制は・さしあた
り，個々の従業員の依存性に・ついて，なんらの変化をももたらさない。共同決
定制とは別に，「経営が設げられるところでは，つねに，命令する少数者と，
これに服従する多数著がいる」（ベソディヅクス）という意味での管理システ
ムがある。
　だが，この管理システムも，共同決定制その他の影響をうけて，変わりつつ
ある。たとえぼモソタソ・イソダストリィでは・監査役会の同権的た構成によ
って，権力行使の合法性（Legitim・tion）は・よりひろい基盤をもつにいた私
「単純な共同決定」の適用下にある企業であっても，従業員代表がその監査役
会へ加わるときも同じであろう。これらの場合には・もはや資本所有者のイン
タレストのみならず，従業員や杜会のそれが考えにいれられ乱ただシニルス
キーによると，服従老の意謝こおげる権力のすべての正当性は，ふるい権威の麦
配正当性，権力と所有とのむすひつきを目ざした原理を内容としている。だが
今目，第二の原理として，能力原理（Leistmgsprin・ip）があるのであって，H．
　io
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ブロスのいうように，r・・一能力が最高の正当性原理であるならぼ，企業で働
くすべてのひとは処理への参加の請求権をもっ。ある企業の成果は，所有者で
あろうと，経営老であろうと，資本をもたない機能担当者であろうと，その指
導者のはたらきの結果ではなくて，共働者全員の活動の結果であるので，実際
に能力原理にもとづいた杜会にあっては，すべてのひとは，直接的ないし間接
的な協議をしなけれぼならないだろう」。〔8〕
　さらに・従来の管理システムは・急テソポでたえず変化しつつある。生産条
件によっても作用をうげる。日常の経営活動のなかで，ますます共同思考や共
同責任がもとめられるようになるが，そうした段階では，硬直的な支配システ
ムはうまく機能しない。第二のシステムとして，B．ルッッのいう協働システ
ムがあらわれる。⑨今日では，前者は後老に下から支えられて，はじめて機能
しうるのである。
注（1〕E－Gutenberg，Untemehmens允hrmg－Organisation　und　Entscheidungen，
　　Wiesbad㎝1962一小川渕，二神訳，企業の組織と意思決定、ダイヤモンド杜，昭和
　　39年；G－Fischer，Allgemine　Betriebswirtschaftslehre，Bd．I．；Die　Betriebs地h－
　　ung，9－Auf1．Heidelberg1964．
　（2）　Gutenberg，a．a．0、，S．52．
　（3）　R－Hδhn，Die　F砒mng　mit　St葛ben　in　der　Wirtschaft，Bad　Harzburg1961，
　　S．29．
　（4〕　H．Koch，Mitbestimmung　als　geseuschaftspolitische　Aufgabe，in：Mitbestimm－
　　mg　und　Wirtschaftspolitik．S．16．
　（5）　R．Dahrendorf，Soziale　K1assen　1」nd　Klassenkonf工ikt　in　der　industrieHen
　　Gesel1schaft，Stuttgart1957．S．232一富永健一訳、産業社会におげる階級および
　　階級闘争，ダイヤモンド杜，昭和39年、
　（6）　H・Schelsky，Industrie－und　Betriebssozioiogie，in：Gehlen／Schelsky，Soziologie．
　　DOsseldorf－K61n1955．S．180．
　（7）　F－RudoIph，Die　Ordnung　des　Betriebes，Kδ工n　und　Opladen1965．S．162．
　（8〕旺Pross，Manager　und　Aktion自re　in　Deutsch1and．Frankfurt（M．）1965，
　S．168丘．
　（g）　B．Lutz，Herrschafts－und　Kooperationsstmktur　in　Industriebetrieb，in：Das
　　Mitbestimmungsgespr直ch，10．Jg．1964．
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　モソタソ・インダストリィにおげる賃金の上昇は，1950年から61年までの期
間に，生産性のそれよりも大きかったといわれる。o〕その総時聞所得は西ドィ
ツの他のいかなる産業部門よりも大きかったし，類似の経済構造をもつ他の諸
国の同部門と比較しても，その平均実質所得ぽ一ぱんたかい。他の影響要因を
考えにいれるとしても，ホイクトのいうように，「共同決定，とくに『高度の
共同決定』は・その産業部門の賃金水準の引上げに作用があったし，随伴プロ
セスを通じて，他の産業部門のそれにも作用があった」ρしかも，この賃金の
引上げに際して，あとでふれるように，ストライキはほとんどおこなわれなか
ったのである。
　この賃金引上げと共同決定制は，いかなる関連性あるか。ホイクトによると，
まず，経営的た賃金制度と協約上のそれが，区別されなければならない。前者
は通常Arbeitsdirektorの直接の所管である。したがつて，経営的賃金制度に
ついては，かれの意向が大きく反映され挑ほかの取締役は，企業の総コスト
に実質的な影響のないかぎり，この制度の構成について，あまり関心をもたな
い。Arbeitsdirektorは，経営協議会と協力して，この所管を担当するのであ
るが，この所管の遂行は，しばしぱ組合代表者の目標体系と衝突して，「経営
利已主義」という表現が用いられるような解決に達する。｛副
　協約上の賃金制度，貧金額については，Arbeitsdirektorの影響はずっとひ
くい。鉄鋼部門では，Arbeitsdirektorが便用者連盟のメソバーにはいってい
るので，影響力を行使することができるが，それでも，かれらは全体の3分の
1にすぎない。石炭部門については，かれらはそのメソバーでもないので，そ
の影響は間接的とたる。
　結局，共同決定制は，Arbeitsdirektorを通じて，以上のように十分ではな
いにしても，賃金額と所得形成に作用を及ぼしうるが，そのほかにも，協約機
12
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関を通じて直接的に，また交渉当事者の可能な活動領域を改鋳するような法的
依存性ないし杜会政策の変更を通じて間接的に，作用を及ぽす。
　組合は被用者の闘争組織であるから，組合がそのメソバーに影響力をもちう
るためには，それはたえず，賃金引上げと，その他の労働条件の改善のために，
闘わなけれぼならたい。この点で，組合の代表者も，共同決定機関へ派遣され
ている代表者も，行動の拘束をうける。
　ホイクトらの調査から確認されたのは，被用考代表の賃金引上げの目標は，
他の取締役の黙認をうけることが多かった点である。ただ，やはり企業の経済
状況が問題であって，いわゆる支払能力があれぱ，賃金引上げが可能であるし，
場合によっては，それができたいこともある。
　賃金引上げは，それが最初にたされた部門をこえて，伝播する傾向があ刎4〕
その際に，経済的に，いかなる随伴現象がおこるか。まず，賃金の引き上げら
れた部分は，価格の引上げを通じて，消費者に転嫁されるかどうか。その場合，
価格にっいての需要の弾力性が問題になる。価格に関する弾力係数が硬直的で
あれぱ，それだげ，賃金の引き上げられた部分，たかくたったコストは，消費
老に転嫁するのがよういとなる。けれども，需要が弾力的であると，賃金の引
上げ分を消費者に転嫁するのは，それだけむずかしい。そうした場合，合理化
をおこたうことが必要となる。
　けれども，さきの転嫁を続げると，貨幣価値が下落し，実質賃金も下降して，
また新しい賃金引上げ要求が出される，という悪循環がおこりう乱さらに，
賃金は非弾力的性格をもつようになり，デフレの時期でも，それは下落しない。
すくなくとも名目額が引き上げられることはあっても，引き下げられることは
皆無にちかい。共同決定の被用者代表も，名目的な賃金ダウソを阻止するため
に，あらゆる手を打つにちがいない・代表たちの目標体系にあっても，被用者
一般の反応も，ウェイトは実質よりも名目におかれている。かれらは貨幣価値
や実質賃金の変化よりも，名目額の変化にずっと敏感であ乱
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　ところで，同じ賃率アヅプでも，各企業には，ちがった衝撃をあたえる。石
炭業で過去に体験されたことであるが，その波及効果がひろがっていくプロセ
スにおいて，たかい機械化・自動化をおこなっている企業にあっては，同じ製
品を，より労働集約的につくっている企業よりも，賃率アップの痛手はすくな
い。一般に，省力型の（a・beitsk・註ftespa・end）ところほど，その作用がすくな
くて，旧式の（altmodisch）ところほど，その影響は犬きい。
　共同決定制の施行以来，ストライキが減ったことは，よく指摘される。さき
の賃金引上げも，ほとんど，この闘争方策を用いないで獲得されたものである。
　一般にストライキは，経営老にとって労働力が不可欠のものであれぼ，それ
だげ大きな効果を生む。経営者の交渉の立場が、よわいと・それだけ・ストライ
キの脅迫は大きな効果を生む。けれども，一方において，ストライキは組合に
とっても痛手であって，ストライキ資金が必要である。ストライキが長期化す
ると，多額の資金が支払われ，組合基金は急速に払底する。ところで，ホイク
トによると，鉄鋼業ならびに石炭業は，ともに，労働力の活動が突然に止まる
と，収益性と，部分的に実質資本が，大きな打撃を蒙る産業都門である。この
ため，共同決定制が導入される以帥こあっては，両部門において，ストライキ
が大きな役割を演じていた。けれども，第2次大戦後においてぱ，ストライキ
の実際状況はつぎのようになった。一5〕
　a）西ドイツ経済については，以前に比して，また他の諸国と比較しても，
ストライキによる労働日数の損失がいちじるしく減った。
　b）r高度の共同決定」が実施されている部門では，経済を大きくゆさぶる
ストライキはおこっていない。24時間の警告ストライキが1度あったにすぎな
い。
　C）西ドイツの労働者が，この大戦後，ストライキの倦怠にかかっていたと
いう特殊事情をみとめるにしても，共同決定制が，緊張の毒気を事前に抜いて，
ストライキの回避に寄与Lたことは否めないであろ㌔
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年　次
1899年
1900
1901
1902
1903
1904
1905
1906
ユ907
1908
1909
1010
1911
1912
1913
1914
1915
1916
1917
1918
1919
1920
1921
1922
1923
1924
1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
1932
1933
ドイツにおける産業労働者の経済的ストライキ
ストライキ件数
　　　　　　　1．288
　　　　　　　1．433
　　　　　　　1．056
　　　　　　　1．060
　　　　　　　1．374
　　　　　　　1．870
　　　　　　　2．403
　　　　　　　3．328
　　　　　　　2．266
　　　　　　　1．347
　　　　　　　1．537
　　　　　　　2．113
　　　　　　　2．566
　　　　　　　2．510
　　　　　　　2．127
　　　　　　　1．115
　　　　　　　　　137
　　　　　　　　　240
　　　　　　　　　561
　　　　　　　　　531
　　　　　　　3．682
　　　　　　　3．693
　　　　　　　4．093
　　　　　　　4．348
　　　　　　　1．878
　　　　　　　1．581
　　　　　　　1．490
　　　　　　　　　308
　　　　　　　　　737
　　　　　　　　　669
　　　　　　　　　419
　　　　　　　　　332
　　　　　　　　　433
　　　　　　　　　634
　　　　　　　　　　66
関連経営数
　　　　　　　7．121
　　　　　　　7．740
　　　　　　　4．561
　　　　　　　　3．437
　　　　　　　　7，OO0
　　　　　　　10．321
　　　　　　　14．481
　　　　　　　16．246
　　　　　　　13．092
　　　　　　　　4．774
　　　　　　　　4．811
　　　　　　　　8．276
　　　　　　　10．640
　　　　　　　　7．255
　　　　　　　　9．007
　　　　　　　　5．213
　　　　　　　　　　178
　　　　　　　　　437
　　　　　　　　3．392
　　　　　　　　1．094
　　　　　　　32．825
　　　　　　　40．863
　　　　　　　52．244
　　　　　　　41．775
　　　　　　　21．484
　　　　　　　17，427
　　　　　　　ユ6．302
　　　　　　　　1．829
　　　　　　　　8．079
　　　　　　　　5．461
　　　　　　　　7．831
　　　　　　　　3．137
　　　　　　　　4．126
　　　　　　　　2．596
　　　　　　　　　　319
15
失われた労働目数
　　　　　　3，266．000
　　　　　　3，189．000
　　　　　　2，312，OO0
　　　　　　1，327，OO0
　　　　　　2，815．000
　　　　　　3，623．000
　　　　　14，536．000
　　　　　　8，176．000
　　　　　　6，205．000
　　　　　　2，259．000
　　　　　　2，813．000
　　　　　　4，582．000
　　　　　　7，731．000
　　　　　　7，712．000
　　　　　　8，819．000
　　　　　　1，715，OO0
　　　　　　　　　42．000
　　　　　　　　245．000
　　　　　　1，860．000
　　　　　　1，452．000
　　　　　32，464．000
　　　　　15，444，O00
　　　　　22，596．000
　　　　　23，383．000
　　　　　11，014．000
　　　　　13，427．000
　　　　　　4，025．000
　　　　　　　　802．000
　　　　　　3，071．000
　　　　　　8，563，OO0
　　　　　　1，637，OO0
　　　　　　3，696．000
　　　　　　1，461．000
　　　　　　1，119．000
　　　　　　　　　70，773
（Statistischos　Jahrbuch　f肚das　Deutsohe　Reich，Berun1934．）
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諸国におげるストライキとロヅクアウト（1950－1959年）
年次1酬イツ1イギ1ス1フランス1… ベルギ∴イタ1一
1950年■
1951
ユ952
ユ953
1954
1955
1956
1957
ユ958
1959
25，356
（1959）
79
174
雛
51
116
597
25
45
203
22
　　就業著数（千人）
23．213　　　　　　19．711　　　　　7ユ，946
（1951）　　　　　　（1958）　　　　　　（1959）
　　参加被用者数（千人）
　302
　379
　4ユ5
1．374
　150
　671
　508
1．359
　524
　646
1．527
1，754
ユ，155
1．784
1．319
1．061
　982
2．964
1．112
　940
2．410
2．220
3．540
2．400
1．530
2．650
1．900
1．390
2．060
1，880
3，615
（1959）
150
121
269
117
61
119
176
339
63
123
21．36ユ
（1958）
3．537
4．679
2．045
1．403
1，678
ユ，227
1．283
1，900
失われた労働日数（千目）
1950年 380 1，389 11，729 38．800 2，767 7，760
1951 1，593 1，694 3，495 22．900 593 ’
1952 443 1，792 ユ，733 59，100 863 ’1953 1，488 2，184 9，722 28．300 412 5，828
1954 1，587 2，457 1，μO 22，600 444 5，377
1955 847 3，781 3，079 28，200 1，O02 5．622
1956 264 2．083 1，423 33，100 948 4，137
1957 2，386 8，412 4，121 16，500 3，789 4，619
1758 782 3．462 1，138 23，900 294 4．172
1959 62 5，270 1，938 69．000　　　　9839，190
　　　（Sta旬sdsches　Jahrbuch　f七r　die　Bmdesrepub1ik　Deutschland，Wiesbaden1961・）
　d）ただ組合が国民経済に対する影響も顧みず，無遠慮に闘争方策を行使し
たとしても，労働力不足と，ストライキ戦略によって，組合は共同決定制の助
けで獲得したのと同じ成果をかちえたかもしれない。
　e）げれども，ストライキが企業活動を止め，市場への製品供給をさまたげ
るだろう。1954年から61年の期間において，西ドイツの雇用状況は，外国に比
して良好であったが，これは西ドイツ経済の供給能力の成長にもとづく。この
16
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期間においてストライキの少なかったことが，そうした西ドイツ経済の発展に
プラスになっている。かかる見解からすると，共同決定制によりえた実質賃金
が，はげしい闘争方策でえられえたかどうか，判断するのはむずかしい。
注（1〕Vo1gt，a．a．O．，S．244一
　（2〕　Voigt，a．aI　O．，S．245．
　（3）　Voigt，a．a．O、，S．239．
　（4〕　Voigt，a．a．O、，S．468．
　（5〕　Voigt，a．a．O．，S．472．
5
　共同決定制は従業員の意識に，いかなる映像をむすんでいるか。共同決定制
に相応して，従業員の側に，共同決定の意識があるだろうか，それが育成され
ているだろうか。こうしたテーマは科学的にも興味深いので，共同決定制が施
行された直後から，鉄鋼部門を中心にして，そのテーマにふれた，いくつかの
実態調査がおこなわれている。ノイローの研究，ポピッツ＝バールトらの研究，
フラソクフルト杜会調査研究所の調査がそうである。㈹　ピルカーらの実証研究
も，このカテゴリーにはいるであろう。｛2，
　一般に，杜会的変化カミ人間の意識にはいりこむにっいては，時間がかかる。
つまり，通常，意識はしばしぱ実際の発展よりもおくれる。上記の研究は，ほ
ぽ1952年から54年にかげて実施されているが，タイミソグとしては，一寸はや
かったようにも思われ乱ただ，まったく不適当だというわげではないが。
　ポピッツ＝バールトらの実証研究では，「あなたは共同決定をいかに解する
か」という質間について，39パーセソトの回答者が問題を知っており，そのう
ちの6パーセントは正確な知識をもっていた。また全体の13パーセソトはほぼ
適切な回答をしたが，45パーセソトはほとんど知識がないか，まったく知識が
なかった。3パーセソトの者は不明である。｛副フランクフルト杜会調査研究所
のものでも，似たような結果が出ている。すなわち，回答者の18バーセソトは，
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「共同決定とはなにか」という問いにっいて，なんらの意見ももっていなかっ
た。これに，「なんらの具体的な陳述をなしえなかった者」を加えると，回答
老のうちの3分の1から半分は，共同決定に関Lて，ほとんど知識をもってい
ない。ω
　また「この工場には，共同決定が導入されているか」という質問に対して，
ポピヅツ＝バールトらの調査では，回答老の27パーセソトは，共同決定が導入
されていないとしたり（14パーセソト），その導入を知らたかったとした（13
パーセソト）。回答老の62パーセソトは，共同決定が導入されていることを，
はっきりと知っていたが，11パーセントの人びとは不確かであった岬ノイロ
ーの調査でも，ほとんど同じような結果が出ている。すなわち，質問された者
の22．7パーセソトは，共同決定が導入されたことを，釦っていなかったので
ある。崎，
　ポピッツ＝バールトらの研究では，このほか，被用者代表の選挙方法，代表の
任務，Arbeitsdirektorのことが質問され，代表との面識の有無が訊かれている。
ノイローによっても，共同決定の方法やArbeitsdirektOrの制度がたずねられ
ている。またフラソクフルト杜会調査研究所の調査では，Arbeitsdirektorの
制度と担当者についての知識，監査役会の構成，上部会杜の共同決定にっいて
の特殊間題などが質問されている。そして，これらの質問に対する回答は，さ
きの一般的な質問のそれと同じであって，従業員の知識はお粗末なものでしか
なかつた。
　従業員に十分な共同決定の知識のないことぱショックであった。「高度の共
同決定」が比較的スムースにおこなわれていると思われていた鉄鋼部門におい
てすら，この有様である。まして，共同決定の意識たどは，問題外であろう。
ポピヅツは労働者の杜会像の類型論を展開して，多数の杜会像をとらえている。
しかしそれらの多数は，意思形成に参加しているという意識をもっていなかっ
た。共同決定の意識とはなにか。H、ザイデルは，つぎのようにのべている。
　18
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すなわち，「もぼや対象物ではなくて，もっぱら即物的な観点によって形成さ
れる生産ヒエラルヒーの部分，しかも意思形成に対して影響力をもつ部分であ
るという感情が，このような意識にあらわれているだけではなくて，それによ
って，これまでの従属感情が，解放された共同責任に道をゆずるであろう」・ω
と。このような共同決定の意識は，さきの実証研究によって検出されなかった
わけである。コヅホも，「実際の経験と実証研究からわかることは，通常，明
白な共同決定意識はまだないようである」，とのべている。帽1
　この事態はいかに解すべきか。すでにのべたように，このテーマに関する実
証研究が尚早であったのかもしれないが，その後において，こうした共同決定
の意識が育成されたようにも思われない。さきのコッホのことぱは・1967年の
文献に収録されていることからも，そのように考えざるをえない。
　この点について，ノイローはつぎのように考える。つまり，ものごとが具体
的で物的，個人的なものから，抽象的で概念的なもの，上部の事柄になるにっ
れて，従業員の意識におげる共同決定は不明確になる。⑲ヨ従業員にとっては，
経営実践の直接のブロセスに比して，取締役会や監査役会における共同決定は，
はるかに体験できないものとたる。ノイローによれぼ，r労働老が共同決定と
接触できるところでは，かれらはそれをよく釦ってい乱工場のなかで日々は
たらいている労働老にとって，共同決定という抽象的な概念を，かれの周知の
事態や人間にむすびつげることがいかにむずかしいかがわかる」のである。ω
　従業員の共同決定に関する知識が乏Lく，共同決定意識のない点にっいて，
ノイローは以上のように解釈するのであるが，コヅホによると，従業員が共同
決定制やその担い手に関Lての法的な知識のないことは，それほど重要ではな
い。帥共同決定についての相応の知識がなくとも，共同決定の導入によって，
なにかが変ったのだという知覚があれば，それでよいのである。そして・かか
る知覚はあるように見受けられる。共同決定は概Lて積極的な価値として受げ
取られている。調査によると，共同決定そのものの内容なり適用にかかわり合
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いのない従業員も，共同決定を基本的に肯定し，これを資格ある代表に委ねて
いるというのが，いかなる場合にも，ほぼ間違いのない状況のようであ私わ
れわれが警戒しなげればたらないのは，原始民主主義的た状況にないところで
は，代理人の思考と無関心のモメソトを，直接的ではなくて，伸介的に遂行さ
れる権利の拒否と同一視することである。
　コヅホによれば，胸大企業においては，代表制民主主義（・ep・ヨsentative　Dem・
ok・ati・）のみが可能であり，それのみが機能できることがわかる・もし民主主
義があるとしても，それは代表民主主義のかたちで存在する。だから，被用者
のもつ共同決定制の知識にっいても，国民が民主主義やその諸制度に関しても
っている知識レベルを考えにいれて，判断がなされるべきである。
　ただ，既述のようた解釈にかかわらず，共同決定制が実施されて20年ほどに
たるのに，従業員側に共同決定意識がないというのは大きな問題である。これ
がないために，折角のチャソスが浪費されているようにみえるからである。A．
リッヒがいうよラに，共同決定制は，「一・・産業の労働活動の客体状況をアウ
フ・へ一ベソするチャソス．（従業員に一F．）共同責任者，共同決定者として
の人的立場を認容するチャソス，唯一のチャソス」㈲である。共同決定は実現
された目標ではなく，こうLた意味でも，努力目標であり，いぜんとして大き
な課題がのこっている，というべきである。
注（1〕O－Neuloh，Die　deutsche　Betriebsverfassung　und　ihre　Sozialformen　bis　zur
　Mitbestimmung，丁廿bingen1956．；H；Popitz，H．P．Bahrdt，E．A，J亡res　md　H．
　Kesting，Das　Gesenschaftsbild　der　Arbeiters，Soziologische　Untersuchungen　in
　der　H廿ttenindustrie，丁直bingen195τ（これについては，市原季一著，酉独経営杜
　会学，森山劃善，昭和40年，参照）：T－W．Adomo　und　W．Dirks，Betriebsk1ima－
　eine　industriesoziologische　Untersuchung　aus　dem　Ruhrgebiet，Frankf岨t　am
　Main　ユ955．
（2〕T－S－Pirker，B．Lutz　und　F．Hamme1rath，Arbeiter＿Management＿Mitbes－
　timmung，Stuttgart　und　DOsseldorf1955．
　（3〕　Popitz，Bahrdt，J七res　und　Kesting，a．a．O．，S．125．
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（4〕　Adomo　und　Dirks，vg一．Tabellen108，110und113．
（5）　Popitz，Bahrdt，JOres　und　Kesting，a．a－O一，S．122．
（6）　Neuloh，a－a－0。，S．218．
（の　H．Seidel．Warum　fehlt　ein　Mitbestimmmgs－bewuBtsein？，in：Das　Mitbes－
　timmungsgespr童ch，10・Jg・1964・S・115・
（8〕　Koch，a．a．O一，S－25．
（9）　Neu1oh，Der　neue　Betriebsstil，丁廿bingen1960．S－167．
⑩　Neu1oh，a．a，0．，S．167．
⑪　Koch，a．a．O一，S－26．
⑫　Koch，a－a．0．，S．27一
⑬A．Rich，Christ1iche　Existenz　in　der　industriell㎝Welt，Zurich1964S．57ff．
　西ドイツ企業におげる共同決定制は，今日の支配的な企業体制からすれぼ，
一見きわめて異質的な制度だと思われたにもかかわらず，ほとんど完全に静か
に（fastv611igge・釦schlos）そこに受げいれられ，定着した感のあるのは，驚
くべきことである。しぱしば指摘されるような，不完全な立法化と，現行の法
体系への不十分な適応にかかわらず，共同決定制はそれなりに一定着しつつある
ようであって，それだけに，実証研究から出てくる結果には，注目すべき事柄
が多い。
　興味深いことに，ホイクトによると，共同決定は，若干の領域において，立
法者が意図したよりも，大企業の意思形成に対して大きな影響をあたえたが，
一方，また別の領域にあっては，その作用なり影響力は，立法者が達成しよう
とLたものよりも，ひくいレベルにとどまってい乱ω結論的にいうと・共同
決定は経済的な意思形成にっいて，ほとんど影響力がなかった。企業の経済的
な意思形成は，共同決定により，ほとんどマイナスのf乍用をうけず，したがっ
て，西ドイツ経済自身に対しても，それは阻止的でなかった。たとえば，経済
力集中化に対しても，共同決定制はほとんどこれを阻止する力がなかった。む
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しろ共同決定制は，ストライキによる衷失労働目数などのうえで，企業の経済
活動に対して，プラスの作用をしていると考えられる。これが，結果的に，西
ドイツ経済の成長を支える，ひとつの支柱ともなっている。
　従来の市場経済的なモデル理論からすると，共同決定制は，企業の経済活動
にとって，大きな足かせとなるべきものであった。だが実態は，抽象的な企業
家の理論的モデルが予想したことと，大きくかげ離れている。むろん，共同決
定制が現実の企業活動のなかで，体制的な変容をうげたという側面は否定でき
ないであろう。とくに労働組合が，当初の経済計画化の目標をすててしまった
感のある今日の段階では，そうした変容はいっそうすすんでい乱｛到さらに・
共同決定の思想が，歴史的には，キリスト教杜会主義や自由杜会主義に，その
根源をもつことを思えぱ，共同決定制はもともと体制への適応性を具有してい
たのだともいえるo
　けれども共同決定制は，経営杜会政策の側面にあっては，企業に大きな刻印
をあたえている。企業の意思形成システムは，いろんな問題をふくむにしても，
二元的な構造をもつようになり，とりわけ，企業における従業員の杜会生活の
形成にば，代表制民主主義のかたちであれ，かれらの意向が大きく反映できる
ようになった。これが経営クリマの改善につながり，また経済領域へのブラス
の投影ともなっている。げれども，従業員が共同決定を基本的に肯定し，これ
を資格ある代表に委ねているとしても，従業員一般に，共同決定意識がほとん
どたいことは，やはり大きな問題点になると思われる。この事態にっいて，い
ろんな解釈ができるのであるが，やはり，従業員教育などを通じて・これを克
服することが，最大の課題だというべきである。
注（1）Voigt，Die　Mitbestimmung　der　Arbeitnehmer　in　der　Bundesrepublik　Deu－
　　tschland，in：Zeitschrift　fOr　Evangelische　Ethik・7．Jg．1963．
　（2〕二神稿，前掲の論文，参照。
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